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１．在宅医療推進会議作業部会調整会議の状況
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（１）在宅医療のグランドデザイン作成に関する部会
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在宅医療推進会議中間報告（案） 作業部会作成 

平成 19 年 11 月 8 日(木) 

１ 何故、今、在宅医療の推進が必要か 
  
 高齢者の増加に伴い、わが国の年間死亡者数が現在の 110 万人から 2040 年に

は 170 万人に増加すると推定されている。 
一方、多くの人々は住み慣れた自宅で最期を迎えたいと考えているが、同時

に、急変時の不安や、家族の負担などを考えるとそれが実現できないのではな

いかという不安を抱いている。 
このようなことを背景に、在宅医療に対する期待が従来以上に高まっている。

地域では、患者を中心として、それを取り巻く医師・訪問看護師・歯科医師・

薬剤師や介護担当者がそれぞれの役割を分担したチームを構成し、在宅医療を

提供している例がある。また、日本医師会は、2007 年 1 月に「在宅における医

療・介護の提供体制－かかりつけ医機能の充実－指針」を策定し、在宅医療の

役割が重要であることを指摘している。 
現在、わが国では死亡場所の 85 パーセントが病院であるが、この現状は、必

ずしも国民の希望を反映しているものではないと考えられる。どこで最期を迎

えるかは本人が選択するものであり、他から強制されるものでないが、現状は、

人々が希望する看取りを実現するうえで、在宅医療の受け皿が弱体であると言

わざるを得ず、今、在宅医療の推進が必要である。 
 看取りの数によって在宅医療の質を直接評価できるものではないが、在宅医

療を提供する側の集まりである推進会議は、今後 5 年間に、在宅での看取りの

割合が現在の倍の25パーセント増加しても対応できる在宅医療の質の向上と量

の拡充を図ることに、提供者は努力するべきと考える。 
 この観点から、在宅医療推進のために、現時点で優先度が高く、推進会議や

その構成団体が主体的に取り組む必要のある５つ項目を以下にまとめた。 
・ 在宅医療を担う医師・歯科医師・薬剤師・看護師を増やす 
・ 訪問看護ステーションの機能を強化する 
・ 在宅療養支援診療所の機能を強化する 
・ 急性期医療と在宅医療の円滑な連携を促進する 
・ 国民・医療関係者が在宅医療を知ることを促進する 
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２ 在宅医療を担う医師・歯科医師・薬剤師・看護師を増やす 
（在宅医療参入援助研修の実施） 

 
在宅医療推進のためには、在宅医療に参加する医師・歯科医師・薬剤師・看

護師が増えることが必須条件である。このため、日本医師会、日本歯科医師会、

日本薬剤師会は、新たに、それぞれ医師・歯科医師・薬剤師向けに、在宅医療

に携わるための研修を実施する。日本看護協会は、今ある研修（訪問看護師養

成講習会等）を再評価するとともに、受講者の増加を図る。 
これら研修のプログラムとして、推進会議は、「24 時間対応する」、「自宅で看

取りを可能とする」、「重症者の在宅医療を可能とする」ことを重視した医師・

歯科医師・薬剤師それぞれに向けた「在宅医療参入援助プログラム」を作成し

た。 
 
在宅医療参入援助研修の概要 
 対 象 者 主 な 目 的 研修実施主体 
 
医師 
 

開業前医師及び在

宅医療参入希望開

業医 
 

24 時間対応、自宅で看

取りを可能とする、重

症者在宅医療を可能と

する 

 
日本医師会 
 

 
歯科医師 

外来を中心に開業

している歯科医師 
 

終末期まで継続する口

腔ケアを可能とする 
 

 
日本歯科医師会 
 

 
薬剤師 
 

保険薬局・医療機関

に勤務し、在宅医療

に関わる意図のあ

る薬剤師 

終末期までの服薬支援

に対応できる 
 

 
日本薬剤師会 
 

 
看護師 
 

訪問看護を始めよ

うとする者など 
 

訪問看護に必要な基本

的知識・技術を修得す

る 

 
日本看護協会 
 

 
・ 長期の研修を希望する医師に対しては、日本在宅医学会、日本家庭医療学会、

日本プライマリ・ケア学会等の学会がプログラムを提供する。また、専ら在

宅医療に携わることを希望する医師に対して、在宅療養支援診療所が一定の

プログラムを準備し、積極的に研修場所を提供することが望まれる。 
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３ 訪問看護ステーションの機能を強化する 
 
（１）訪問看護ステーションの規模について 
 
訪問看護ステーションが、終末期まで対応するためには、24 時間 365 日の安

定的な訪問看護サービス供給体制が必要である。この体制を構築するうえで、

職員の数は決定的要因であり、常勤換算看護職員が少なくとも 5 名（望ましく

は 10 名）以上配置されることが必要である。 
現在ある約 5700 の訪問看護ステーションが、今後、どのようなあり方を目指

すのか開設者や日本看護協会をはじめとした関係者・関係団体の間で議論され

ることが必要であるが、終末期訪問看護の充実の観点からは、規模の大きい訪

問看護ステーションが増加することが望まれる。 
現在、既に一定規模（常勤換算看護職員 5 人以上）を備えている訪問看護ス

テーションについては、以下の機能を果たすことが期待される。 
・ 「看取りや医療ニーズの高い事例等」を地域の施設等から積極的に引き受け

る。 
・ 事例検討会の開催など地域の在宅医療関係者を参集して、連携を具体的に促

進する。 
・ 他の訪問看護ステーションや病院の看護師に実習の場を提供する。 
・ 在宅療養者や家族からのファーストコンタクトを 24 時間引き受け、必要時

に主治医に連絡する体制をとる。 
 
（２）「最期まで在宅療養を支援するためのプログラム」による研修の実施 
 
 訪問看護ステーションの機能のなかでも、終末期まで対応する能力を強化す

るために、推進会議は、「最期まで在宅療養を支援するための指導者養成プログ

ラム」と「最期まで在宅療養を支援するためのプログラム」を作成した。これ

らに基づいて、日本訪問看護振興財団、全国訪問看護事業協会等が、一定の実

績を有する訪問看護ステーションの管理者に対して、研修を実施する。 
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４ 在宅療養支援診療所の機能を強化する 
 
在宅療養支援診療所は、在宅医療を推進する中核的な役割を期待されている

が、読売新聞の調査では、全国の 9777 の診療所が平成 18 年 7 月からの 1 年間

に在宅で看取った患者は、2 万 7072 人であったが、3168 の診療所は看取った

人数が 0 であった。現状では、在宅療養支援診療所は看取りを含めた終末期医

療を担う役割を十分に果たしているとはいえない。 
 推進会議作業部会では、看取り等に関して実績があると思われる 502 の在宅

療養支援診療所等にアンケートを行い 230 から回答を得た。20 人以上の看取り

を行っている診療所は 40 あり、これらについては、地域の訪問看護ステーショ

ン、歯科医師、薬剤師との円滑な連携システムが構築されている。また、経験

の豊富な複数の在宅療養支援診療所から、多職種の連携があれば看取りを含む

終末期医療を担い、推進することは充分に可能であることが表明された。 
 このことは、一つの在宅療養支援診療所が有する多職種の連携に関する知

識・経験の伝達と共有によって、多くの診療所の機能が活性化できることを意

味している。現状では、在宅医療に関する知識・技術は、確立されているとは

言い難いが、そのため在宅療養支援診療所間のネットワークを構築して情報を

共有することで、知識・技術の向上が図られ、在宅医療が推進されることが期

待できる。 
さらに、在宅医療を担う人材を養成する観点から、ネットワークには、全国

を視野に入れて、教育を担う人材や研修のフィールドを提供する役割が期待さ

れる。 
 
 
５ 急性期医療と在宅医療の円滑な連携を促進する 
 
高齢者の特質に適切に応じることができる医療を実現するためには、病院に

おける急性期医療と在宅医療が切れ目無く継続される必要がある。 
尾道地区における診療所と病院の連携など理想的な病診連携の例がある。ま

た、わが国のがん医療の中核である国立がんセンターは、在宅医療との連携を

目的として、地域の診療所と症例検討会を開始し、さらにレジデント教育プロ

グラムに在宅緩和ケアの研修を盛り込むことを検討している。 
急性期医療と在宅医療の円滑な連携を進めるため、推進会議は、病院管理者

が在宅医療の現状を理解するために病院管理者用プログラムを作成し、また、

医師・看護師等の病院勤務者向けに在宅医療に移行する際に必須項目を列挙し

たチェックリストを作成した。 
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６ 国民・医療関係者が在宅医療を知ることを促進する 
 
 近年、在宅で看取る体験が減少しているため、在宅で看取ることについて国

民全体で成功体験を地道に積み上げることが重要である。特に看取りについて

は、在宅での看取りを支えた家族など関係者が経験した例を集めて、在宅でも

心配なく看取りがおこなわれ、家族も充実した達成感を抱いたことなどを広く

知ってもらうことが重要である。 
 看取りの実際例や周辺の情報をまとめた「あなたの家にかえろう」などの冊

子を含めて、地域に積極的に情報発信する必要がある。訪問看護ステーション

や在宅療養支援診療所はもとより、住民に身近な施設である歯科医院や薬局が

在宅医療に関する情報発信の場となることが期待される。 
 また、国立長寿医療センターには、医療関係者だけでなく国民に対しても積

極的な情報発信を行うことが求められる。 
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